日米安全保障条約は1960年に改定されましたが、そもそも条約の条文は抽象的な文面で成り立っており、日米の軍隊の具体的な運用は、別個にガイドラインを策定しています。最初のガイドラインは1978年に策定されましたが、これが昨年改定され、新ガイドライン（正式名称・日米防衛協力の指針）となりました。 

すでに実質的にはPKO活動によって、自衛隊の海外派兵は恒常化しているわけですが、新ガイドラインによって、日本政府は、形式的な専守防衛などの歯止めまでなくしてしましました。「周辺事態」というわかりにくい言葉を使っていますが、これは日本の周辺における戦争の事です。周辺といっても、どこまでという枠組みはありません。政府は「周辺事態は状態を表す概念であり、地理的概念ではない」というわけの分からない答弁を繰り返し、事実上世界中を表しています。この「周辺」において戦争が起きた場合、日米の軍隊が協力して軍事行動を行えるように定めたものが新ガイドラインなのです。 

もちろん、戦争は軍隊だけでは行えません。銃後において市民が戦争に協力する事によってはじめて戦争が遂行できます。そのための法整備が、周辺事態法なのです。 

周辺事態法では、周辺事態における内閣や自衛隊の活動だけではなく、地方自治体や交通機関で働く労働者などの協力も規定されています。自衛隊が戦争をする事になったときには、地方自治体はあらゆる分野でこれに協力する事が定められており、基本的に協力を拒否することはできない、と言われています。

　そして、この法案はアメリカにとってほんとうに「都合のいい」内容になっています。
　政府はすでに、アメリカ軍が戦争をするのに必要な資金として、わたしたちが頑張って払っている税金を投入しています。いわゆる「思いやり予算」をふくめ、日本がアメリカ軍のために支出している税金は年間６０００億円にものぼります。
　そのうえに、自衛隊だけでなく、民間や公務員を米軍に協力させ、施設を提供させるというのです。その際に必要な資金もすべて日本持ちです。
この法律が決まれば、米軍や自衛隊の戦争行為が、生活のすべてに優先されてしまうことになります。しかも彼らは日本周辺だけでなく世界中で戦争をおこしているのであり、その戦争にいつ巻き込まれてもおかしくないことになるのです。

　これらの法案の国会審議を通じて一層明らかになってきたことは、朝鮮半島や台湾海峡に紛争や戦争が生まれ、米軍が出動した場合、日本がほとんど自動的に自衛隊はもとより、民間の空港や港湾、病院や学校の施設に至るまで全土を上げて米軍の「後方支援」を行なうということだ。
「後方支榎」も支援である以上、相手国にとっては敵対国の戦闘行為の一部であり、相手国の攻撃を免れることはできない。
　そして、この場合、それとともに、もっとも憂慮されるのは、日本が日本の領土・領海・領空以外において客観的に「交戦国家」となることだ。これは言うまでもなく、「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する」あるいは国の交戦権は、これを認めない」とする憲法第九条に違反する行為以外ではない。
　もし日本の周辺でもっとも可能性の高い朝鮮有事が起これば、それは単に北朝鮮だけではなく、朝鮮半島全体の破滅的な破壊に結果する恐れが十分にある。そしてその被害は日本に及ぶだけではなく、まだ北朝鮮に対しては植民地的支配の謝罪や清算すらしていないのに、新たな戦争犯罪を重ねることになりかねない。
　私たちは長年の間、平和憲法と非核3原則の精神に基づき、核と戦争のない世界を求めて草の根から非核自治体運動の発展に力を傾けてきた。そういう私たちにとって、今回の事態は到底、黙視することができない。
　憲法は第12条において「この憲法が国民に保障する自由及び権利は国民の不断の努力によつて、これを保持しなければならない」と記し、また第99条は「・・・国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ」と書き、私たちがこの憲法を「不断の努力をよつて」守ることを求めるとともに、政椅や国会や裁判所に対しては、それを「尊重し擁護する義務を負」わせている。
　私たちは、現憲法の陥った最大の危機の時に当たり、違憲の日米防衛新ガイドライン関連法案を成立させた政府と国会議員に対して正道に立ち返るよう猛反省を促すとともに、法案の撤回と無効化の措置をとることを求める者である。また私たちは第12条の要請に基づいて、憲法擁護の立場から日米防衛新ガイドライン関連諸法には決して服従せず、また「後方支援」に協力しないという個人あるいは団体による宣言を行ない、関係諸機関に通告するよう、国民各位、市民各位に呼びかける者である。

◎関連３法の主な内容◎
◆周辺事態法
　○政府は周辺事態に際して、後方地域支援、後方地域捜索救助活動、その他必要な対応措置を実施する 

　○首相は対応措置の基本計画について閣議の決定を求める 

　○自衛隊の後方地域支援、後方地域捜索救助活動について、首相は実施前に国会の承認を得る。緊急の場合は、実施後速やかに承認を求める 

　○防衛庁長官は自衛隊による後方地域支援、後方地域捜索救助活動について実施要項を定め、実施を命令する
　○国は地方自治体や民間に協力の要請・依頼ができる 

　○首相は基本計画の決定・変更や、対応措置終了後の結果を国会に報告する 

　○後方地域支援と後方地域捜索救助活動で、生命・身体の防護のために武器を使用できる 

◆改正自衛隊法
　○緊急事態での在外邦人の輸送手段に船舶と船舶搭載ヘリコプターを追加する 

　○隊員や輸送する邦人らの生命・身体の防護のために武器を使用できる 

◆改定日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）
　○周辺事態に際しての活動で物品・役務を相互に提供できる
· 武器・弾薬の提供は含まない

「日本の平和と安全」を守るために本当に必要なのは、相手を威嚇するための武器をもつことではなく、地道な対話を続けながら互いの理解を深めることだと思います。相手がどんなに気むずかしくても。
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